
①　建築確認申請を要する場合の地区計画の届け出

本　人

（代理人）

川越建築安全センター 確認通知書 本　人

東松山駐在 （代理人）

②　地区計画の届け出（建築確認申請を民間に堤出する場合または、区画の変更の場合）

本　人 受理通知 本　人

（代理人） （代理人）

○届出書作成上の注意事項

１．届け出の手続きを、代理人に委任する場合は、委任状を添付してください。

２．添付書類

　　①案内図　　　②配置図　　　③各平面図　　　④立面図　　　⑤垣．さく．擁壁等の断面図

　　⑥その他必要と認めるもの

○配置図　・　断面図等の作成の注意事項

イ　建築敷地地盤面と周囲の地盤面の高低差及び建築敷地の縦・横断面図を記載

ロ　立面図には、敷地地盤面から建物の高さを明記（物置等は、軒高を明記）

ハ　擁壁．車庫．植栽帯等は、断面図及び立面図を記載

ニ　壁面の位置の制限がある場合は、道路．隣地境界線からの壁面後退線を朱字で明記　

ホ　立面図には、地区計画の斜線制限を明記

＊お問い合わせ　　滑川町役場　建設課　都市計画担当　℡０４９３－５６－４０６８　（直通）

建設課
地区計画の受理通知

建設課
地区計画の届け出　正１．副１

建設課

（平成12年12月8日告示）

｢月輪地区｣における地区計画の届け出について

　　建築確認申請　　　正１部・副２部

　　地区計画の届出　 正１部・副１部

進達（建築確認）



注   意   事  項 

 

１． この届出書は、当該行為に着手する日の３０日前までに提出してください。 

２． この届出書は、建設課都市計画担当へ提出してください。 

３． この届出書には、次の図面を添付してください。 

  

（１） 土地の区画形質の変更の場合。 

（イ）位置図………当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺   

         の公共施設を表示する図面で縮尺千分の一以上のもの。 

（ロ）設計図………設計図で縮尺百分の一以上のもの。 

 

（２） 建築物の建築、工作物の建設又はこれらの用途の変更の場合。 

（イ）位置図………当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設

を表示する図面で縮尺千分の一以上のもの。 

  （ロ）配置図………敷地内における建築物又は工作物の位置を表示する図面で縮尺百分の一以上

のもの。 

  （ハ）立面図及び平面図………二面以上の建築物又は工作物の立面図及び各階平面図で縮尺五十

分の一以上のもの。 

 

（３） 建築物又は工作物の形態又は意匠の変更の場合。 

（イ）位置図………当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設

を表示する図面で縮尺千分の一以上のもの。 

  （ロ）配置図………敷地内における建築物又は工作物の位置を表示する図面で縮尺百分の一以上

のもの。 

（ハ）立面図………二面以上の立面図で縮尺五十分の一以上のもの。 

 

（４） 木竹の伐採の場合。 

（イ）位置図………当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区域の周辺の公共施設

を表示する図面で縮尺千分の一以上のもの。 

  （ロ）区域図………当該行為を行う土地の区域を表示する図面で縮尺千分の一以上のもの。 

  （ハ）施行図………当該行為の施行方法を明らかにする図面で縮尺百分の一以上のもの。 

 

（５） その他参考となるべき事項を記載した図書。 

 

＊この届出をした後、この届出にかかる事項のうち設計または施行方法を変更しようとするときは、当該

事項の変更にかかる行為に着手する日の３０日前までに、別に定めるところにより、その旨を町長に届出

てください。 



東松山都市計画地区計画の変更 （滑川町決定）     
 
都 市 計 画 月 輪 地 区 計 画 を 次 のように決 定 する。  

名            称 月 輪 地 区 計 画  

位            置 

 
 

滑 川 町 月 の 輪  

 
 

一 丁 目 、二 丁 目 、三 丁 目 、四 丁 目 、五 丁 目 、六 丁 目 、七 丁 目  

面            積 約  ９４．４ ｈａ 

区 
域 
の 
整 
備 
開 
発 
及 
び 
保 
全 
に 
関 
す 
る 
方 
針 
 

地 区 計 画 の 目 標                 

  本 地 区 は 、東 武 東 上 線 つき の わ 駅 を中 心 とす る地 区 で 、 良 好 な 住 宅 地 の 供 給 を図

るため、土 地 区 画 整 理 事 業 を実 施 している 区 域 である。  

 
  そこで地 区 計 画 の 策 定 により、土 地 区 画 整 理 事 業 の 効 果 を高 めると共 に、建 築 物 の  
過 密 化 や 用 途 の 混 在 に よる環 境 悪 化 等 の 防 止 を行 い 、健 全 な居 住 環 境 の 形 成 ・ 保 持

並 び に 商 業 施 設 の 誘 導 をはか り、 自 然 と調 和 し た 生 活 環 境 の 整 った 快 適 なま ちを 創 造

することを目 的 とする。  
              

土 地 利 用 の 方 針                 

  良 好 な 住 宅 地 と し て の 土 地 利 用 を 図 り 、 そ の 居 住 環 境 ば 損 な わ れ ない よ う 規 制 ・ 誘

導 する。また駅 前 地 区 に ついては商 業 街 区 として、 商 業 業 務 地 としての 誘 導 と商 業 の 利

便 性 を図 る。  
 

地 区施設の 整 備 方 針                土 地 区 画 整 理 事 業 により、計 画 的 に整 備 された道 路 ・公 園 等 の 維 持 と保 全 を図 る。   

建 築 物 等 の 整 備 方 針             

  良 好 な住 宅 地 及 び 商 業 業 務 地 を形 成 保 持 していくため、建 築 物 の 用 途 の 制 限 、最

低 敷 地 面 積 の 制 限 、壁 面 の位 置 の 制 限 、建 築 物 の 高 さの制 限 を行 う。   
  ま た 、 快 適 な 街 並 み 景 観 を 創 造 す るた めに 、 かき また は柵 の 構 造 の 制 限 を 行 い 、敷

地 の 緑 化 を図 る 。  
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区 
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備 
 
 
 
 
計 
 
 
 
 
画 

 
建

  
 
築 
 
 
物 
 
等 
 
に 
 
関 
 
す 
 
る 
 
事 
 
項 

地区の 地区の名称 Ａ 地区 Ｂ 地区 Ｃ 地区 Ｄ 地区 Ｅ 地 区 Ｆ  地 区 Ｇ  地 区 
区分 地区の面積 約 9.4ha 約 4.7ha 約 29.8ha 約 7.0ha 約 34.4ha 約 7.7ha 約 1.4ha 

  次 の 各 号 に揚 げ る建 築 物 は建 築 してはならない。  
  

━━ 

(１） 店舗 
・飲食店そ

の他これら

に類する用

途に供する

も の の うち

建 築 基 準

法 施 行 令

第 １ ３ ０ 条

の ５ の ３ に 

定めるもの

で そ の 用

途に供する

部 分 の 床

面 積 の 合

計 が １ ５ ０

m2

 

を 超 え

るもの又は

そ の 用 途

に供する部

分が３階以

上のもの 

━━ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 ━━ 

（１）ホテル

又は旅館 
（１） 駅前広場、 
停車場線に面す

る１階の部分を居

住 の 用 に 供す る

建築物 
 
（２） 工場（作業

場の床面積の合

計が５０m2

０． ７５ｋｗ以下の 

以内で

かつ出力の合計

が 

原動機を使用す

る食品製造工場

は除く。） 
 
（３） 付属倉庫以

外の倉庫 

（１） ホテル又

は旅館 
 
（２）  カラオケ

ボックスその他

これに類するも

の 
 
 
 

建 築 物 の 敷 地 面 積  
の 最 低 限 度            

 
 １５０m  2     
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地 区 の 名 称              Ａ地区  Ｂ地区 Ｃ地区 Ｄ地区 Ｅ地区 Ｆ地区 Ｇ地区 

壁 面 の 位 置 の 制 限              

  道 路 境 界 線 （ 道 路 の 隅 切 り部 分 は除 く。）から建 築

物 の 外 壁 又 はこれに 代 わる柱 の 面 ま での 距 離 は １ｍ以

上 とする。  

 

  た だ し 、 次 の 各 号 の 一 に 該 当 す る場 合 は０ ．５ｍ 以

上 とする。  
 
( １ )  附 属 の 車 庫 、物 置 等 で、面 する壁 又 は 柱 の 中 心

線 の 長 さが４ｍ未 満 で軒 の高 さが２．３ｍ以 下 のもの 。  
( ２ )  ベ ラ ン ダ 、 外 廊 下 等 で 外 壁 を 有 し な い 構 造 の も

の 。  

道 路 境 界 線

（ 道 路 の 隅 切 り

部 分 は 除 く 。 ）

か ら 建 築 物 の

外 壁 又 は こ れ

に 代 わ る 柱 の

面 ま で の 距 離

は １ ｍ 以 上 と す

る が 、 駅 前 広

場 、 停 車 場 線

に 面 す る 部 分

に あ っては１ ．５

ｍ 以 上 とする。  
た だ し 、 次 の 各

号 の 一 に 該 当

す る 場 合 は ０ ．

５ ｍ 以 上 と す

る。  
( １ )  附 属 の 車

庫 、 物 置 等

で 、 面 す る 壁

又 は 柱 の 中 心

線 の 長 さ が ４ ｍ

未 満 で 軒 の 高

さ が ２ ． ３ ｍ 以

下 のもの。  
( ２ )  ベ ラ ン ダ 、

外 廊 下 等 で 外

壁 を 有 し な い

構 造 の もの 。  

 

建 築 物 等 の 高 さ の               
最 高 限 度              

━━  

建 築 物 の高 さは次 の各 号 に 揚 げるものと  
する。  

━━━━━━━━━━ 

( １ )  幼 稚 園 、 小 学

校 、中 学 校 、 高 等 学

校 図 書 館 及 び 集 会

所 以 外 の 建 築 物 等

の 高 さ は 、 １ ２ ｍ を 超

えてはならない  
( ２ )  建 築 物 等 の 各

部 分 の 高 さ は 、 そ の

部 分 か ら 前 面 道 路

の 反 対 側 の 境 界 線

又 は 隣 地 境 界 線 ま

で の 真 北 方 向 の 水

平 距 離 に １ ． ２ ５ を 乗

じ た も の に ５ ． ５ ｍ を

加 え た 高 さ 以 下 と し

なければならない。  
 
 

幼 稚 園 、 小 学 校 、

中 学 校 、 高 等 学 校

図 書 館 及 び 集 会

所 以 外 の 建 築 物

等 の 高 さ は 、 １ ５ ｍ

を超 えてはならない  
 建 築 物 等

の 各 部 分

の 高 さは 、

そ の 部 分

か ら 前 面

道 路 の 反

対 側 の 境

界 線 又 は

隣 地 境 界

線 ま で の

真 北 方 向

の 水 平 距

離 に １ ． ２

５ を 乗 じ た

も の に １ ０

ｍ を 加 え

た 高 さ 以

下 とし なけ

れ ば な ら

ない。  

か き 又 は さ く の               
構 造 の 制 限              

━━━━━━━━━━━━━━━━━━  

道 路 境 界 に

面 す る 部 分

に は 、 ４ ｍ の

緩 衝 緑 地 帯

（ 高 速 道 路

側 は 除 く 。 ）

を設 けること  
「区域、地区の細区分及び壁面の位置は計画図表示のとおり」 
 
理  由   土地計画整理事業の効果を高めると共に、建築物の過密化や用途の混在による環境悪化等の防止 
        を行い、健全な居住環境の形成、保持並びに商業施設の誘導を図るため。 







（あて先）

滑　　川　　町　　長　

届出者　 住所

氏名

代理人　 住所

氏名

ＴＥＬ

都市計画法第58条の２第1項の規定に基づき、

土地の区画形質の変更

建築物の建築又は工作物の建設

建築物等の用途の変更 　　について、下記により届け出ます。

建築物等の形態又は意匠の変更

木竹の伐採

１　　行　為　の　場　所 滑　川　町　　　　　

２　　行為の着手予定日 　  　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

３　　行為の完了予定日 　　　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

４　　設計又は施行方法
　　　地区

（２） 届　出　部　分 合　　　　　計

平方

メートル

平方 平方 平方

メートル メートル メートル

平方 平方 平方

メートル メートル メートル

（Ⅳ）高さ

地盤面から　　　　　メートル

（３）建築物等の

　　 用途の変更

備　　 ２．地区計画において定められている内容に照らして、必要な事項について記載すること。

考　　 ３．同一の土地の区域について２以上の種類の行為を行おうとするときは、一の届出書によることができる。

１．届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。

記

地　区　計　画　の　区　域

（１）土地の区画形質の変更 　区画の面積　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平方メートル

　　　（イ）行為の種別（建築物の建築・工作物の建設）　　　　　（新築・改築・増築･移転）

届出以外の部分

（Ⅰ）　敷　地　面　積

月輪地区の区域内における行為の届出書

　　　　年　　　　月　　　　日

（イ）変更部分の延べ面積 （ハ）変更後の用途

（Ⅱ）　建築又は建設面積

（Ⅴ）用途

（Ⅵ）かき又はさくの構造）

（Ⅲ）　延　べ　面　積

伐採面積 平方メートル

（４）建築物等の形態又は意匠の変更

（５）木　　竹　　の　　伐　　採

（ロ）変更前の用途

建
築
物
の
建
築
又
は
工
作
物
の
建
設

（ロ）

設
　
計
　
の
　
概
　
要

変更の内容

平方メートル


